
関 の に  

に た 実 の  
 

 立 学   

 一・  ・  立 学  

   社 法人N  N  

 生 グロー ルイ ーションセンター  
 

 に 

学 が う職業 育の中心は、あん マッ ージ

・はり ・き う の 成である。 、この分 は

者の参 や 業種の増加などで は 化しており、

視 障害生 がこの に ち き、社会自立するために

は、より い を につける 要がある。 

学 における 等の実 では、 を 観

的に ・ 価することが難しく、個 の の 観に

るとこ が大きい。もしこれを数値化するなどして生 に

観的に えることができれば、より合理的な ができ

るであ う。同様の いは化 の分 にも見 けられる。

生 はスキンケアやメイクなどにおける の な

きを する 置 センシングシステム

「 o 」 を 発した。これにより、 えば、化 の

カ ンセリングの際に「そっと を れて」や「 っと

握って」など、 では 確に えにくいことが、 の

データを共有することでスキルの 達が可能になっている 。

そこで今回、この を生かし 学 の新たな実

育 ールの 発に取り組むことにした。  

この取り組みには つの意義がある。一つは、 生 の

を して 学 で活用可能な実 ールを

ることができるか、 つめは、 置 発担 の 生 、

それを する本 、そして、この を発 し する

N  N アイセンター の 者による共同

という点である。したがって今回は、 置の 発状況お

よび実 ールとしての有用性に加えて、学 と企業、

そして視 障害 合支援機関の 者 同の取り組みが視

障害者就労に える についても 点を てて報 する。 

 

 の 要 

o は、 が 体に れた際に にかかる を可

視化することのできるセンシングシステムである。その

定 理は、 の に取り付けられたセン が、

が 体に れた際にできる の くらみ を し、

その大きさから を するものである。 o を

に 着後、 を用いて と の くらみ を同時

に取 し、人による の形状や くらみ の違いを す

る。これにより、 の くらみ をセン で 定し続けれ

ば、 時の を することができる。 した

は、グ フによって可視化するだけでなく、 にも 換

する機能を有し、 時にリアルタイムで を確認するこ

とができる。 

 

 

 

 

 

 

 

   に た  

 

 実  

本 マッ ージ 成 の 職 を対象に、

に対して、 増 、 続 、 の

回を セット わせた。 セット目は、ス ーカーから

を さずに、 セット目は を しながら った。その一

を取り上 る。グ フ は なし、グ フ は ありの

形である。 は 時間 、 は の さ

でる。グ フ では、 続 の 分に多少の が

みられるが、グ フ では、 続 の 分はほ フ ット

であり、 を きながら うと 回ともほ 同

を安定して 現していることが観 できる。 

 

 

グ フ フ ー ック  

 

 
グ フ フ ー ック  
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４ 考 察 

今回の実験で分かったことは、まず 点としては、①

者 の を 形と で すことができる、②同一

でデータが取 できたことで、 観的に の 向

を 価、 できる、③ な の 化や経時的 化 を

可視化することができる、 フ ード ック機能を 用

することで、 ントロールがしやすい、などである。 

一方で、課題も確認された。①人体で 定しようとする

と、 が 内に むために 置がずれて、データが

定できない、② の さや関 の特 などにより、うまく

着できないことがある、③ が認 されないケースが

ある、 の解 にはさらなる調 が 要、などで

あり、今後、 置 着の や の 要があることがわ

かった。 

 

 共 の  

本 は、学 ・企業・視 障害 合支援機関の 者に

より進めるものである。視 障害 育 ールを 生 が

発し、アイセンター による 学的見地からの意見を

け、 学 育で実 する。このことは、マイ リ

テ ーであることから を いられる視 障害就労の分

に、社会の関心を めるイン クトをもつものと考えて

いる。 

に、共同 者の 要を に する。 

( )  アイ ー  

センターは、① 生 療の 施設、②最 の

療施設、③リ リ・社会 支援施設を一つにし

た視 障害 合支援機関である 。このうち③を担 す

る 社 法人N  Nが本 の ーデ ネート

を担う。 

(2) グ ー ルイ ーショ ー 

会社 生 の 発 門。 、同社 験 と

して発 。 、 ・みなとみらい 地 に 。

中のお 様の新たな イフスタイルに がる の

新 を目 し、化 、 容 、 容機 、 容施 の

発と、それを支える基 を っている 。 

 

 今 の  

( ) の 性に  

今回は本 職 のみを対象とした基 実験となったが、

今後さらに 験者を増やしてデータの 、解 を進めて

いきたい。特に 者のデータの 向を分 し、

と のそれぞれの 形の 関の分 を い、それを

踏まえて 業での具体的な活用方法について したい。 

えば、 の初期 において、 フ ード ック機

能やグ フの により、生 自 の 増 の や、

続 の などをリアルタイムで 確に確認させること

が可能になるであ う。また、 と 階を調 すること

で、 をしながら な を でることも可能であり、

これまでにない ークな が可能になると考える。こ

れらのことは、生 の実 に対するモ ーションアップ

に がり、 果として の向上に がることが期 で

きる。また、実 験の 価においても、現状では の

観に るとこ が大きく、明確な 基 が解りにくい。

この点 o を用いれば、 増 や 続 などにつ

いては明確な 観的 価ができるため、実 験 価の

ールとしても活用できるものと考える。 

(2) の  

今後は、 アイセンターの ープンス ースである

ジョン ークで定期的に o のデモを う。本 の

取り組みについて広く 間にア ールすることで視 障害

者就労の促進を りたい。こうした産学 同の取り組みは、

マッ ージの分 に まらず、視 障害就労全 にお

いて、社会への 発効果が期 できるものと考える。 

 

 に 

、 の進 により、 を したロ ットが

社会に 場し めている。 には囲 において

が一 のプロ を るという 的な ースが報

された。このことは、 マッ ージ分 も ではない。

えば、 、 学 大学は に マッ ージ

の施 を学 させ、 リの状 を 確に把握しながら

マッ ージができるロ ットを 発した 。 に目を

向けても、シン ポールの 理 大学は、中 学

にのっとった中 マッ ージをプロの施 者と 別がつ

かないほどの ルで施 するロ ットを 発し、すでに

クリ ックで実用化しているという 。このような れ

は今後も加 するであ う。 

本 も の活用ではあるが、しかし、その ら

いは、視 障害者の 向上である。 を活用し

ながら、あくまで人間の 、 を向上させるものであ

る。 

今後も、さらに多くのデータ取 と解 を進め、 学

における 観的実 法の確立を目 したい。 

 

  

本 は日本 学 会の 成を けて った。 

 

【 考文献】 

  日経デジタル 

  アイセンター  

  生  

  日本 新   

  ース 

 

【 】  

立 学   
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に 的 の と課題 

 

 治 立 発法人 機構 学 門  

  立 発法人 機構 学 門  
 

 に  と  

全 地で 福連携の取り組み事 が増加していること

は、障がい者の社会参加と経済的自立を促す就労支援 ー

ルとして、 業の取り組みが有用な であることを

している。そして、その には、 業の人

を少しでも解 したい 業 と障がい者の就労を支援して

や の向上を実現したい福祉 の 方をマッ ング

する 組みづくりや関連 成制 の 実も される。さ

らに、 成 の 業 においては、特 企

の一つに「 福連携」が取り上 られている。 

しかしながら、 地を活用した福祉事業所の 業参

機会の増加や 業者の 化に う施設 就労による

業 など、 福連携を促進する が う 、継続

が 難となる事 も 見される。 

そこで本報 では、これまで実施した福祉事業所におけ

る 業取り組み実 に関する全 調 や障がい者の

業取り組みを支援する 発 等 の 果を踏まえ

て、 福連携の継続事 に共通する特 を明らかにして

続性確 のための要 を 理し、 続方 確立に向けた方

を考 する。 

 

 事 に の  

により、成人障がい者に生活支援もしくは就

労支援 ー スを提供する全 の事業所を対象とし

て実施した調 成 に実施、有効回

では、回 のあった 事業所の半数を上回る

事業所で 業の取り組み経験があり、うち 事業所

では取り組みを中 していた。中 は取り組み経験のある

事業所の に び、福祉事業所にとって 業が ず

しも に取り組める ー スではないことを している。 

 一方、 割 上の事業所では取り組みが継続されており、

業の取り組みによる ー ス 用者の 理や社会

参加への い有効性が支援 らによって認 されている。

した全 調 に

おいても、 業の

取り組み経験がある

事業所の半数 くは

「心 の 」

を 業に取り組む

目的として回 して

いる 。 

また、 業の場合、多様な仕事を に り出す とに

より、 業者の 力や 意不 意に見合 た 業が す

る とから、自立 や就労支援の ー として 用 が

高いと れ、福祉事業所が取り組 業の継続 を

高める との意 大 いと えられる  

 

 の 性 に た要 と 課題 

( ) 事 の に 共通  

業の取り組みが安定的に継続できている事業所には

共通する特 が 理でき、① づくりやカフェなどの

材として の用 が明確であること、② 目が

産 加 に 要な となっていること、③ 産 所

や福祉施設など定期的な や があること、などを

ることができる。こうした特 のある事 では、いず

れも ー ス 用者のルー ン的な日中活 として 業

の取り組みが定着している。 

①の事 には、自治会の 点にもなっている 地の

学 地で日 ン を提供する ン や

の に づくり

を 達する事業所での

業などが する。

所施設を する法人

内の 用に数 所の水

で メづくりをする事

業所も少なくない。    

②の事 では、 りや の となる大

が典型的である 。さらに、就労支援におけ

る と加 の関わりは、 のネ を んだ 用

の めや、 の ついた果実のジ ース加 など、

性や 性の付加価値を めつつ、事業所の ー ス

用者の職域 大を可能にする。 に れることを する

障がい者が 業関連の職域で就労することにも がる。 

③の事 の観点は、最 の確 や 向上を求めら

れる就労系の ー スを提供する事業所にとって 可  

 

  

     ) 
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な課題である。就労系の事業所 においても、地域活

支援センター 型の生産活 として 業に取り組んでい

る事 では、 業用水が 用できる 業生産基 を 用し

て、社会福祉 会の により の 者施設での

を 日を決めて 数施設で定 化することにより、安定

した の を確

している 。 

設立から間もない 法

人の事業所でも、 地で

種 されたイ を

して、 るさと の

に 用されている事 も

ある 。      

(2) の に との関  

業の取り組みにおいては、地域の と 的に交

することにより、 関係を 成することが期 される。

や地域 との な交 は、福祉事業所には 見の

が する 業 の や の 機にもなる。 

地の 地に を たり、 業者の応援や

地 理の 事を たりする機会にも がる。施設 就労に

よる 業では、福祉事業所に 地や 業 材の がな

くてもす に 業に取り組むことができるため、 や

の増加に する 点もある。 

(3) 事 の た の重  

福祉事業所の 、支援 や 用者の などによる

事業所の 業取り組みの可能性や制 、 地域の

業事情などを考 することにより、 理のない 業の

取り組み方を することも、 業を通した就労支援に

取り組む上で重要な要 である。 や の水 に

されにくい 目の や 地と施設 の組合せの

なども含まれる。 

具体的には、生 組合 を として 一 目に し

た施設トマト や、観 の と組み合わせた果

事 などが する。 間を通して同

目の や 地の 理に従

事することにより、自 を

って観 に したり、

体験の 明を担 した

りすることは、支援される

の ー ス 用者が 者

を支援する に立つ機会と

もなる。 

地に広がる 地 用型 目の 時に 中する労

の支え を、施設 就労の制 に って き ける事業所

もある。また、 時に障がい者雇用を して 来、

可 な担い として 期間雇用する 業生産法人も少な

くない。 

( ) 進 の 課題 の に 

上 したことから明らかなように、 の中心にあ

るのは、福祉事業所が する な「 り と」に関係

している。 生産したものの り方や り がわからな

い、 的な ポート や と り合う機会がない、

地域の人たちに福祉事業所の を ってもらう機会

がない、との に象 される。これらの解決課題を携えて、

用者とともに果 に地域に て くことが福祉事業所の

業取り組みの継続方 であり、事業所 者や支援

らの取り組む き 業務の一つであると考えられる。 

 

４ の 的 に た  

この の間に 業と福祉を 中間支援組 の設立

や への 的支援ならびに障がい者を取り く法 も

進み、 福連携への関心も まった。一方で、 やデ

インの 意な障がい を特別支援 育で支援するキャリア

スに するような 福連携の 組は ずしも 実して

いない。就労支援の に 業という職域が 大した段

階であると認 される。 

今後は、 き、 らす地域で、自 的に機能する内発的

な 業と福祉の関係構 を る 要がある。かつての

に の とく した「共 」の 組みや「 ーシャル

キャ タル」をも参考にしつつ、 福連携のもたらす付加

価値を障がいの有 にかかわらず地域で共有することが、

目 す き目標の一つであることは間違いない。福祉事業

所の ー ス 用者らが 業者の支え となって

した 産 や加 が、 を き んで地産地 を実現

することで地域を活性化する、地 な個 の取り組みの重

要性をあらためて したい。 

 

【 考文献】 

成 労 「社会福祉施設 事業所等における 業

の取組実 全 調 」報  

えば、 治 障がい者など多様な 体の 業参

支援 の 発  

ほか による全 調 からみた福祉事業所にお

ける 業の現状 学会 期大会要  

治ほか 就労支援のための地域における事業体間連携に

よる福祉事業所の 業取組 回職業リ リテーション

実 発 会論  

ほか 福連携における 産 所等の役割と活用

点 職リ 学会 回大 学会発 論

 

 

【 】 

 治 

機構 学 門 

 

 イ  

  

－153－



事 に の た の と  

 

  立 発法人 機構 学 門  

  治 立 発法人 機構 学 門  
 
 に の  

福連携における障がい者の就労が 業生産の 的な

労 として期 され、支え としての役割を発 してい

る。 業で障がい者が雇用就労する場合のほか、 に就労

系の福祉事業所が 業を する や、福祉事業所自ら

が 業に取り組む がある。 業は地域の により

される要 が大きく、また地域によって らしとの関

わり 合や産業としての経済的な 置づけが なることが

多い。福祉事業所の所 地が、 業が 要な産業である場

合もあれば、 業人 や 地が少ない場合もあるからであ

る。福祉事業所では地域の様 な立地 を踏まえつつ、

業そのものを 体とする場合もあれば、 業は多様

な活 の であり、 産 加 、 、カフェなどに

関わり、さらに 業と な地域 事や活 に参加する事

も 数確認されている 。 

本報 では、福祉事業所が う地域の特 を活かした

業と、 業に関連する 活 に着目し、そうした活

を通して障がい者の職域 大を促すことを考える。 

なお、取り上 る事 は、 に 成 に実施し

た現地調 果によるものである。 

 
 と に  

 就労支援 ー スとして 業に取り組む意 は、一義

的には通 の事業所での雇用が 難な人に就労の機会の提

供と および能 の向上のために 要な 等を うこ

とである 。そこで 業を取り れることの意 に着目す

ると、大きく つの意 があると考えられる。 
 まず には、 業のもつ自 との 性である。人

などの特別な 調 を わない り、 業は

に されやすく、また の しい 期性のもとで

われる。この点で障がい者にとっての に れて

いることが される。 
は、 の特 と関連して、 水の多 、地形、

特性などの を く ける 業は、様 な自 の

制 の で地域の特 が 業に大きく され い。さ

らには、 業の みにおいては、人 では わない自 に

対して を る 業を通して継 されてきた地域の

化とも する機会が多いと える。 
これら就労支援 ー スにおける 業の つの機能的

は、前者の方が分かり いとは えるが 者は一体的

に するものであり、分 して えることは難しい。

では、 福連携における具体的な取り組みを 観するこ

とにより、地域における らしや生産活 の基 となる

業が障がい者の職域 大を促すことを確認し、地域の特

を活かした 福連携のあり方を考える。 
 
 に   

( ) との関 た  

 福連携における障がい者の就労を 業生産の 的な

労 とする際には、だれもが 業しやすいよう一連の

業を な 業に 分割して、これを組み合わせることが

一 的である。 の種 や生産 、経 形 などによ

っては 業種 が わり新たな 業を える 要にも

られるが、 の 地では、 による広大な 地

用型 業を福祉事業所 用者の 業が支えている。

い の で されたキャ の を一 だけ

業は、 ではあるが 業 は 大である。 期間

に 中する、 に かせない 時の 業であり、

による雇用や 数の福祉事業所からの施設 就労の形で継

続的 業がなされている。 からは 的労 として

なくてはならない と 価されている。 
また、 業継続が 難となってきた の 地を

りて、 業を け継 福祉事業所は 地でみられる。担

い がいなければ 化するであ う広大な 地の活用や

生に している。 
(2) の 文 事例 

 就労支援で う福祉事業所の 業が、 者に地産地

の 材を提供する事 も少なくない 。地域の 化や地

材を る機会など 育を支えている。 
取 では、 で しているマ モタケの

業を福祉事業所で け う。 気を要するこの 業を

福祉事業所で担うことで、福祉事業所の所 と 所

の学 への提供が実現し、地域の特産 づくりと

に している。 の福祉事業所では、 のクロマ

メを し学 に提供している。また、 の福祉

事業所では、水 の マ ナを、自法人の や、就 
 

マ の    マ の  
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労支援を飲 で う福祉事業所の 材として活用してい

る。これにより の確 とともに、法人内 用者・職

や地域 へ地産地 の を提供することに がっている。

自治体から地産地 の として認 を けている福祉事業

所の飲 もある。 
(3) の 性 に の  

産 を生産・ するのみでなく、 や 産 加

などの 業体験を提供する観 に関わる事 も少な

くない。福祉事業所が観 内の 業を施設 就労等で

け う や観 を自ら する がある。観

では地域の特産 を うことが多く、地域内 から 者

が れるため 地域の活性化にも がり、 所等

での を合わせれば、福祉事業所の支 ストを

しても、 用者の 向上につながる可能性が い。 
では、特産の果 地 での 体験をする観

の 理を福祉事業所が け う。 用者は果 の 定

の づけやイ スの 理など様 な 業を担 する。

さらに、法人では した果

をジャムに加 するなど、職域

を 大している。広 の ド

を する福祉事業所では、

体験と を い、 用者

が 業の 明や を っ

ている。 
( ) た の に 事例 

 業体験が、地域を する である の 全に

一役 っている事 もある。 
に ばれ、 でも 回 ス ースを提供

する しい 観をもつ の では、 化に い

者が 少し、 の が されていた。地域の

業者らによる多様な 全活 等が われているが、その

一つに、 業に取り組む の福祉事業所が参加す

る え・ り体験がある。 業者らは障がい者らの

業を えるために、 同 の水 を用意するととも

に交 事として つき等を う。 回の 業を進め

る中で、 が

生きがいや り合い

を て、 業

の 業継続意 を

っているという。

の福祉事業所で

も 全のイ ン

トに 的に関わっ

ている事 がある。     
( ) の とに 事例 

 目に見える 観だけでなく、 能の継 に役立つ事

もある。 したように、 業は地域の気 や地形など

の自 の を大きく け、地域の 業者らが い

をかけてその地域に 合した 業体系を構 してきた。

その中で われた自 への の が などの の

事を育んできた。 
このような中で、 の事 は 向にある地域の

能の一つである を支える事 である。この福祉

事業所では、 マイモの ・加 やキャ 、タマネ

などの 、 業に取り組む。一方で、地域からの

を に、 などの を担う。職 には

を う者もおり、地域の 化を支えている。 
 
４ に と た との関  

 上みてきたように、 業を う に自 学的な

としての地域の特 と、地域の社会的な関係や 化的

な を含めた人 社会的な地域の特 がある。 業そ

のものだけでなく、地域の特 を活かした 業の に

ある様 なことがらに関わることで、地域の一 として地

域に け む の機会を ることができ、地域の

事等に加わることにもなる。 
自 に大きく 定される 業では地域との関係づく

りが めて重要であり、地域の特 を した 業を通

て られてきた地域社会の関係性は、かけがえのない

いものである。こうした関係構 の は福祉事業所の

ー ス 用者にとっても重要である。 業をは め、関

連する 活 を通 て、地域社会の人 と福祉事業所の人

の 点を増やすことで、新たな就労機会の にもつなが

ることにな う。 
福祉事業所の取り組みは、産業としての 業が生産効

追求の中で見 った 業の意 を 認 する機会を提供

し、地域の特 を活かした 福連携を通して、障がい者の

職域 大を することが期 される。地域内に継続でき

る 事があることが、定 を促し、地域そのものの 続に

もつながっていくと考えられる。 
 
【 】 

本報 の一 は、 成 生労 学 成

治 および 成 調 による。 いた

だきました福祉事業所の関係者に し上 ます。 
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 治 地域における福祉事業所による 業の
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 生労 障害者 合支援法施  

 治 福祉事業所が関わる 生産と地域に

おける の を通した 地 業
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の関 関 の ットワークと 

成 促進 ワークショップ の 性と課題 
 

 一 障害者職業 合センター  
 

 に 

現 、従来の「障害者就労支援」の範囲を超えた、

療、福祉、 育等の様 な地域関係機関・職種が、障害

や疾病のある人の就労支援に取り組むようになっている。

これらが「 は 」で地域の中で効果的に役割分担・連

携できることが ましいが、現実には地域 が に大

きく、また担 者の により連携体制が れやすいと

いった問題は 来 され、関係者の人材育成やネッ

トワークは、 に重要課題となってきた。 

センターの調 報 では、地域

関係者 人 の回 を多 解 し、従来経験的に

われてきた「効果的な障害者就労支援の全体像」や「人材

育成とネットワークの課題」の具体的構 を明らかにした。 

本 は、この での数 的分 果に基づき、

これまで地域の「インフォーマル」な取組みが多かった、

地域関係機関・職種の人材育成・ネットワークのプロセス

を、より体系的に進めるための、モデル的な「ワーク

ショップ」を設 し、予 的に した 果を報 する。 

 

  

( ) ワークショップの ル的設  

で明らかにされた、「就労支援」が専門では

ない場合を含む地域の多様な関係機関・職種が効果的な就

労支援に取り組むための「基本的認 」と「役割認 」の

取 を、体系的なプロセスとして半日で進めるワーク

ショップをモデル的に設 した。 

 

 果的 の に た の 成と 

ットワークの課題の )  

 

ア の設  

によると、就労支援が専門でない関係者も含

め効果的な就労支援を実施している関係者が有している

「役割認 」は「職業生活も生活支援の一 として多職種

で連携・役割分担してケースマネジメントで取り組む」も

のであり、重要な基本的 は「就労支援は、障害者本人

の障害だけへの対応でなく、 事内容や職場 への き

かけ、本人の みや の重視といった 合的な取組」で

あること、また、支援の成功体験を通した「就労支援に

よって、障害のある人にも雇用する企業にも 方によい成

果を上 られる」という基本的認 が重要であった。 

これを踏まえワークショップでは、 分 の「基調講

演」において、効果的な「障害者就労支援」の全体像や、

地域関係者が「障害や疾病のある人の職業生活」の支援に

取り組むための、共通目標の確認、効果的支援による問題

解決のイメージを提 するものとした。 

イ  グループワーク の設  

によると、地域の多様な関係機関・職種が具

体的な役割分担・連携の取組内容を明確にするためには、

多機関・職種のケースマネジメントの取組が基 であった。 

そこで、ワークショップでは、地域のケースマネジメン

トの現場を した場を設定し、参加者が、具体的な連携や

役割分担について 分 、 していくものとした。具

体的には、「 体的に参加したメン ーが 体験を通

て と学 を生み す場」として発 している「ワーク

ショップ」の 法を活用することとした。 

(2) ワークショップの に 実施と  

「地域の障害者就労支援の役割分担・連携ワークショッ

プ」として共 を した。「障害者就労支援」の幅広い

参加者の関心事を踏まえ、ワークショップのテーマは、そ

れぞれの共 がそれぞれ提 し、参加者の共通関心事を

踏まえて、それぞれに決めることとした。 

ワークショップの としては、基調講演とグループ

ワークにより期 された成果を参加者へのアンケートで確

認した 、グループワークの進 や具体的な役割分担・連

携のアイデアの の確認により 合的に った。 

 

 果 

( ) ワークショップ共 の  

ワークショップ共 は、障害者自立支援 会など地域

の障害者就労支援の連携の取組をしている 体等を 定し

たが、実際の応 は、従来の「障害者就労支援」関係者の

範囲を超えた多様な関係者からのものとなった。実際、そ

れぞれのワークショップには、これまで障害者就労支援の

の

ー マ

の
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の
の
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者
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経験がほとんどない人の参加も多かった。 

(2) ワークショップのテーマと成果 

ワークショップでは、それぞれ参加者の共通関心事を踏

まえて多様なテーマに取り組まれた。基調講演で提供され

た内容を呼び水に、多様な参加者がそれぞれの専門性や経

験等を踏まえて対話するグループワークによって、多くの

具体的な役割分担・連携のアイデアや課題が明確になった。 

参加者構成は、多様な参加者が一同に会して対話する場

合は、新しい気付きや学びは大きくなっていたが、特定の

職種へのセミナーであっても、障害者雇用支援等の実務経

験の違い等から、活発な対話ができていた。 

 

表 今回のワークショップのテーマと成果の例 

テーマ 参加者 アイデアの成果 

社会保険労務

士の障害者や患

者の就労支援の

役割検討 

社会保険

労務士中

心 

社会保険労務士として直接／間接に関

わる採用から就業継続まで企業側と労

働者側への多様な支援内容のアイデア 

地域の企業、行

政、特別支援学

校の協力による

地域振興 

青年会議

所、特別

支援学

校、行政 

特別支援学校の卒業生の地元定着の

ために、学校でのキャリア支援や職場

実習・見学会、地域企業の人材不足解

消との関係、企業と本人を地域で継続

的に支える体制づくり等のアイデア 

障害者福祉機

関での就労支援

への新規取組 

障害者福

祉関係者 

就職前の障害者の心理面を含めた問

題意識と就労に向けた課題、企業との

関係での支援課題についてのアイデア 

障害者雇用支

援 の あ り 方 の

バージョンアップ 

障害者雇

用事業所 

社内体制・教育、業務の創出、採用・

雇用、職場定着支援、地域医療機関と

の連携、障害社員の教育、支援機関の

マンパワーや研修、等多くのアイデア 

神経難病の治

療・生活・就労の

総合的支援への

医療機関の役割 

難病保健

医療関係

者、難病

当事者 

医療関係者、保健師等がかかわる治

療と仕事の両立支援のための役割や、

難病患者就職サポーター等の職探し

や定着支援との連携、患者自身の意

識の持ち方等の多くのアイデア 

高等教育機関で

の障害者受入れ

の増加に対応し

た就職支援 

大学学生

相談担当

者等 

大学での発達障害者等のキャリア支援

と保健支援との連携の課題や、企業と

連携したインターンシップ等を活用した

自己理解支援等のアイデア 

 

(3) グループワーク実施時の課題の把握 

「障害者就労支援の役割分担・連携」のグループワーク

において、対話促進の典型的課題のファシリテート、共通

関心事に沿ったテーマ設定の重要性を確認した。 

ア 対話促進の典型的課題のファシリテート 

参加者は専門性、視点、価値観・支援目標が多様であり、

障害者就労支援の成功体験が少ないことが多く、グループ

ワークの最初の段階では問題状況の共有が中心となり、そ

れには次のような就職前・就職時・就職後の支援のタテ割

りによる典型的なものも多くあった。「就職前の支援を実

施しているが就職につながらない」「就職はできても続か

ない」「企業の理解が難しい」。これに対して、グループ

ワークのファシリテーターは、企業や職場も含めて関係者

が役割分担・連携することにより、多くの課題の解決の可

能性に向けた対話を促進することが課題となり、実際、対

話が進むにつれ、その気付きが増加していた。 

そのようなタテ割りでない役割分担・連携に向けた障害

者就労支援の取組に向けた気づきの典型的なポイントとし

て、「①支援対象者が「職業人」であることを踏まえた支

援」「②本人と企業の個別・具体的な職業課題への予防

的・早期対応」「③継続的な本人と職場のフォローアップ

体制」が明確になった。 

イ 共通関心事に沿ったテーマ設定の重要性 

ワークショップの方法論として、グループワークにファ

シリテーターを置かず、参加者の自発的な対話を重視する

「ワールド・カフェ」を数か所で実施した。その際、ワー

クショップの参加者の共通関心事を事前に打ち合わせ、参

加者の共通課題をテーマとして設定すれば、ファシリテー

ターなしでも、グループワークでの建設的対話にスムーズ

につながりやすいことを確認した。 

 

４ 考察 

従来、地域の現場では「インフォーマルに」「暗黙的に」

時間をかけて進むことが多かった、障害者就労支援の人材

育成とネットワーク形成のプロセスを、今回ワークショッ

プの形でモデル化し、半日で、関係者が役割分担・連携の

あり方の対話を促進できる可能性や課題を把握した。 

障害者就労支援への関心は、従来の狭い関係者の範囲を

超えて、障害や疾病のある人の就職から職場定着までの職

業生活を支えていく幅広い地域関係機関・専門職、企業や

職場等からのものに広がり、「就職後の治療や生活の安定」

「多様な人材の生産性向上と就業継続」「障害や疾病のあ

る人の夢の実現やキャリア発達」「経済的自立と社会参加

による福祉の向上」といった多様な共通目標を追求するも

のとなっていることが確認できた。 

ワークショップは、従来、情報交換の機会が少ない関係

者の建設的な対話の機会として、地域の「顔の見える関係」

や「飲みにケーション」と同様の意義があると考えられる

が、より体系的で業務的に取り組みやすいと考えられる。

また、そのような対話の場の設定だけでなく、効果的な対

話のためには、基調講演において「障害者就労支援」の全

体像や共通目標の確認、効果的支援による問題解決のイ

メージをまず共有することが重要であると考えられる。 
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